
1 はじめに

阪神�淡路大震災以降� 鋼構造橋梁等の支承が耐震性

の向上のため� 鋼製からゴム支承に取替えられてきた�

これにより構造系の変化が生じ� 取替え前は気にならな

かった騒音�振動�疲労などの諸問題が発生しつつあ

る�代表的な問題としては�付属構造物等の変形や破損�

低周波騒音の発生などである� この振動は� 大型車両が

橋梁の伸縮継手部を通過した時� 車両のタイヤが鋼製の

伸縮継手を叩くことにより衝撃振動が発生し� これが固

体伝搬振動となり橋梁本体へ伝搬し� 主に主桁や横桁の

腹板等の比較的板厚が薄くかつ桁高の高い部分で放射音

として生じている� この卓越振動数はおおよそ 50Hz�

400Hzの範囲であり� 従来の騒音振動対策の主として

取り上げられてきた周波数帯より比較的低い周波数帯で

ある� またこの騒音振動は� 人間の可聴音の下限値に近

い音域であり� 沿道住民には �太鼓の音� � �遠雷の音�

や �地震の地鳴り� の様に聞こえる不気味な放射音と

なっている� この放射音を減少させるためには� 発生源

であるジョイント部と舗装との不陸を修正するなどの対

策が施されてはいるが� 構造的にも完全に打ち消すこと

は現状の技術では困難となっている�

著者らはこのように比較的低い周波域での固体伝搬振

動に関して� 振動している部材に複合材料の制振板を付

加することにより� 振動エネルギ�を減衰させるメカニ

ズムを持つパッシブ型減衰システムを開発してき

た1��2�� 本報では� まずその開発過程を紹介することに

する� 次に� 本研究において開発した減衰システムを実

機の非合成単純 2箱桁橋梁に試験施工する機会を得た

ので� この成果に関しても報告するものである�

2 低減対策工法の比較

低減工法としては� 表 1の�A�案��C�案に示すよう

な 3種類の案が考えられる� それぞれに関して� 音響�

振動の面及び施工の面からそれぞれ評価を行った� その

結果�A�案� �B�案は剛性または質量を増加するもので

あり� 共振部材の固有振動数を移動させるに過ぎず� 根

本的な対策にはならないと考えられる� また� 施工面で

も足場の組立解体� 養生�防食対策など施工期間の長期

化は避けられない� これに対して�C�案は� 制振板によ

りエネルギ�そのものを吸収してしまう方法であり�

パッシブ型の振動制御方法に属する� 桁と鉄板で挟まれ

た弾性材料が一種の粘性ダンパ�の役割をして� 減衰材

を付加したことと同等以上の効果が期待できる� また

�C�案の特徴は� 事前に各種の付加材料の音響特性を把

握した上で� 現地の振動レベルの測定値から� 材料を

チュ�ニングして振動エネルギ�を吸収することであ

り� 桁本体の振動に伴う低周波空気振動に対してもその

効果は十分に期待できる� 現地での作業は工場製作した

制振板を取り付けるだけの簡単な作業であり短期間の現

場施工を可能とした� �B�案と比較すると材料費がコン

クリ�トに比べて高価だが� 仮設備� 作業性から総合的

に判断するとコスト面では両者大差ないと予想される�

3 室内実験

防音�制振材料として一般的な材料は� ゴム板であ

り� 例えば鉄道軌道部分の防音�地盤への振動伝搬の�

断� 建物内のダクト部分の防音等に広く採用されてい

る� さらに� 鉛板との複合化により� 低周波域から高周

波域までの広い範囲での防音�制振にも用いられてい

る� 本研究においては� ブチル系のゴム板 �以下� ゴム�

を中心として� 厚さを 10mm� 20mm� 50mm� と変化

させ� これを基準板である試験板に厚さ 3.2mmの鉄板

に接着させて取り付け� 片面装着� 両面装着のそれぞれ

を基本ケ�スとした� さらに� 鉛板を追加することによ

り材料の複合化を計り� 効果の向上が計られるか否かに

関しても確認の試験を行った� さらに比較のために海外

の高速鉄道軌道の枕木やレ�ル用の防振材として採用さ

れている硬質発泡系のウレタン材 �以下�発泡ウレタン�

に関しても試験を行った�

ところで� 新設段階からの防音�防振対策を行う場合

は� 設計段階から添接位置を変更するなどの装着位置の

検討が可能であるので� ゴム板やウレタン材を装着する

ことは容易である� 開発の目的の一つは� 既存の橋梁構

造物へ対応可能な防音�防振材を見い出すことである�

放射音対策のための複合減衰材料の開発
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既存の橋梁桁の場合� 添接などの表面の不陸が必ず存在

している� 不陸の部分での効果と施工性の向上のため

に� 現場で注入できる材料の開発�検討も不可欠であ

る� ここでは� 広く使われている 2種類のシ�ル材の検

討を行った� 一つは� 非排水型鋼製伸縮装置用の弾性

シ�ル材であり� 水酸基末端ポリブタジエンに硬化剤と

してMDI系プレポリマ�を 100 : 8の割合で混合した

ものである �通称ハヤシ�ル� 以下� シ�ル材�� 2つ目

は� 斜張橋ケ�ブル定着部のバッファ材として用いられ

ている材料であり� 水酸基末端ポリブタジエンに硬化剤

としてMDI系プレポリマ�を 100 : 12.4の割合で混合

したものである �以下� バッファ材��

選定した防音�制振材料の特性を把握するために� 室

内で防音効果測定実験を行った� 厚さ 30mmの定板上

に H型鋼で門型構造を組み� これに横桁の腹板に用い

ることの多い厚さ 9mmで� 縦 1800mm� 横 2000mm

の鋼板を水平材から吊り下げた� 門型構造物には振動が

伝播しないように防振材を取り付けてある� この鋼板に

2枚の縦 1000mm� 横 500mm� 厚さ 3.2mmの鉄板と

制振材を合わせて取り付けて� ボルト締めして密着させ

たものを試験体とした� 制振材を付けない状態の鋼板を

防音効果算出の基準としている�

振動放射音を正確に把握するために� 音響インテンシ

ティ法を採用した� この方法により試験体から垂直方向

に放射される成分を求めた� 放射音の測定面は加振側の

面とし� 測定位置は試料面から 5cm離した位置で 1試

料につき 4点測定し� この 4点の測点の平均値を求め

た� この実験により測定された値から� 1/3オクタ�ブ

表 1 低減工法の比較

表 2 制振材料の減衰性能比較
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バンドの中心周波数毎に基準板での計測値 �ケ�ス 0�

を引いた値を音圧レベル差とし� これを放射音の減衰値

とした� 基準板からの減衰が無ければ 0dBとなる�

以上の手順に従って各制振材料毎に減衰量を求めた結

果を表 2の減衰値評価に示す� この表には各制振材に関

する吸音性評価� 両面�片面施工の効果� 鉛付加効果�

ならびに施工性に関する平面施工性� 不陸対応� 取付施

工性を併せて示す� 表 2に示す結果から� 人間の可聴範

囲の低周波域で効果が期待でき� かつ施工性に優れてい

るのは� 不陸を有しない面ではゴム 20mm� 不陸を有す

る面ではシ�ル材である� この 2つを併用して採用する

ことが適していることがわかった�

4 試験施工の概要

従来の道路を対象とした防音対策工事は� 一般的に音

の伝搬経路での伝搬低減が施工されてきた� 代表例とし

て�音壁� ノイズリデュ�サ等が挙げられる� ここで対

象としている騒音は� 主にタイヤが路面上に接地する際

に生じるタイヤと路面間の騒音と車両の吸排気時に生じ

る吸排気系騒音である� これらの周波数帯は 1/3オク

タ�ブバンド周波数分析によると� 中心周波数で 630

Hz�1.25KHz付近が卓越する騒音である� この周波数

帯は� 図 1に示す今回試験施工した橋梁の騒音特性にも

現れている� 一方� この橋梁には� 従来の騒音特性とは

傾向が異なり� 低い周波数域である 50�80Hzと 250�

400Hzの周波数域が卓越している� これが� 太鼓を叩く

ような衝撃音と同等なものとなっている� この橋梁から

発生する騒音は� 従来の車両の走行によって生じるもの

と異なる騒音であり� 従来の防音対策施工では明確な効

果を期待することが難しい�

そこで� 著者らは本試験施工の橋梁へは� 騒音の発生

源での対策である音源対策技術が必要であると判断し

た� まず� 基礎調査により� 発生源�音源は伸縮継手周

辺の部材であることを特定した�

実際の試験施工では� 施工時に容易に組み立てられる

ように制振材間の取り合いを考慮した図 2に示すよう

なステンレス板とブチル系合成ゴムからなるパッシブ型

の制振システムを制作した� これを事前調査で直接振動

していると判断した部材に貼り付け� スタッドボルトで

固定する対策方法を採用した� 図 3に端横桁に施工した

例を示す� 本制振システムは� 貼り付けた複合材料その

もので振動エネルギ�を吸収するものである� 桁とステ

ンレス板で挟まれた弾性材料であるブチル系合成ゴム

が� 一種の粘性ダンパ�の役割となり� 減衰を付加した

ことと等価になる� また� ステンレス材は� 桁からの振

動を蹴り返す効果があり� 減衰をさらに高める役割を果

たしている� なお� 本制振システムの設計に際しては�

事前に現地での振動特性を把握した上で� 最適な弾性材

料のチュ�ニングを実施している� また� 現地での施工

作業は� 制振システムを取り付けるためのスタッドボル

トの打拙� 工場製作された制振システムを取り付けるだ

けの簡単な作業だけであるので� 短期間の現場施工を可

能とした�

5 減衰効果の確認

今回試験的に施工をした橋梁構造は非合成単純 2箱

桁橋梁である� この橋梁の箱桁ウェブ面および横桁に本

制振対策を実施し� 196kN �20tf� の重量の試験車両を

80km/hで走行させた� その際の箱桁ウェブ面に取り付

図 1 施工した橋梁の騒音特性

図 2 複合材料制振システム

図 3 端横桁への施工例
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けた振動加速度計の出力により� 対策前後での振動加速

度を評価した� 図 4�a�に� 対策前の振動加速度の時刻歴

を示す�図 4�a�での 1秒後の振動加速度のピ�クは�試

験車両が鋼製ジョイント部を通過した際の衝撃のピ�ク

を示している� この衝撃のピ�クから 2秒間の時刻歴を

FFT解析した結果が図 4�b� �片側パワ�スペクトル�

時間長�である�図 4 �b� に示した箱桁ウェブ面の FFT

解析結果では� 図 1に示した騒音特性で確認された 50

�80Hz帯の成分が卓越している�

図 5�a�� �b�に対策後の振動加速度の時刻歴と FFT

解析結果を示す� 図 5�a�の加速度時刻歴より� 対策前

�図 4�a�� と比べ� 衝撃ピ�ク後の振動減衰が明らかに

早いことが分かる� 図 5�b�の対策後のスペクトル解析

結果を見ると� 騒音特性 �図 1� に含まれる卓越周波数

帯の振動成分が明らかに低減している� よって� 本制振

対策を行ったことから� この対策区間で確認された太鼓

を叩くような固体伝搬音に関しては� 実感として良好な

低減効果を得ることができた�

6 終わりに

騒音�振動等の問題は� ゴム支承を採用した鋼製橋梁

では避けて通れない問題となりつつある� 発生源を改善

することはもとより� 発生している部材に制振対策を施

すことにより� 実感として騒音�振動を低減させるこ

と� さらには構造全体のライフサイクルを延ばすために

も� 今後色�な角度からの検討が望まれる� 本報で提案

した方法が� �音壁等の既存の対策との組み合わせによ

り� 鋼製橋梁の騒音�振動対策の一助となれば幸いであ

る�

なお� 本研究で得られた成果は� �学� 中央大学と三井

造船 �株� グル�プとで共同で特許出願中である�
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図 4 対策前の振動加速度の時刻歴とスペクトル解析の結果

図 5 対策後の振動加速度の時刻歴とスペクトル解析の結果

�a�振動加速度の時刻歴 �b�スペクトル解析結果

�a�振動加速度の時刻歴 �b�スペクトル解析結果
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